
21,402,811

前 払 年 金 費 用
長 期 前 払 費 用

1,617,313長 期 滞 留 債 権

そ の 他

差 入 保 証 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物

79,303
△4,400

前 払 費 用
短 期 貸 付 金
そ の 他

前 渡 金

8,941,796
5,824,784
1,291,063

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品 12,673

資 本 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 △1,267,012

2,184

出 資 金 5,628

1,103,785

804,228

12,958

投 資 有 価 証 券

工具、器具及び備品

449,757
980,256

2,136,754

リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

借 地 権

関 係 会 社 株 式

ソ フ ト ウ ェ ア

290,470
別 途 積 立 金

貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

24,678,961
987,592
24,604

14,642,200
8,541,572

流 動 負 債

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務

金 額

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品

(2024年３月31日現在)
(単位：千円)

金 額科 目 科 目

流 動 資 産

255,850
68,563
71,000

964,475

62,822
161,792

0
32,695

3,826,653

繰 延 税 金 資 産 115,684

54,975
144,795
65,090

23,333,483

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

5,656,273
5,010,786

11,173,095
5,211,786

645,487

執行役員退職慰労引当金

資 産 除 去 債 務
そ の 他

負 債 合 計

資 本 準 備 金

17,645

638

車 輌 運 搬 具

そ の 他

固 定 負 債

リ ー ス 債 務
再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

未 払 消 費 税 等

247,385
383,901
14,952

1,930,672
333,205
228,821

223,553

機 械 及 び 装 置

未 払 法 人 税 等

106,235
11,913,470
6,750,000
186,498
54,572

1,086,286

435,956
預 り 金
賞 与 引 当 金

未 払 金
未 払 費 用

61,536
270,000

△208,463

305,036

9,050

そ の 他 資 本 剰 余 金

6,767
536,980

資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

33,620,758

△885,821
220,996
26,601

10,287,274

33,620,758

土 地 再 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

△1,133,419

繰越利益剰余金

243,500



2023年４月１日から
2024年３月31日まで

税 引 前 当 期 純 利 益

△72,054

458,806

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

1,090,150

1,476,902

386,752

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

支 払 利 息

そ の 他

16,362

123,145

受 取 配 当 金

そ の 他

関 係 会 社 整 理 損

44,865

14,184

19,094

5,699

10,500

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,094

特 別 損 失

減 損 損 失 8,476

固 定 資 産 除 却 損 47,367

145,207

59,050

1,524,152

66,344

損 益 計 算 書

(単位：千円)

科 目

営 業 外 費 用

売 上 高 131,381,808

売 上 原 価 115,807,704

売 上 総 利 益 15,574,103

金 額

14,136,108

営 業 利 益 1,437,994

営 業 外 収 益

受 取 利 息



 2024年３月31日残高 305,036 11,173,095 220,996 26,601

－ 1,090,150

－ － 132,298 41,895 △8,918 165,275 165,275

1,090,150 1,090,150

△1,133,419 △885,821 10,287,274

41,895 △8,918132,298

－ 8,918

165,275 1,264,344

土地再評価差額金取崩額

270,000

8,918 8,918

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

 2023年４月１日残高 △794,032 10,074,027 88,698 △15,294 △1,124,500 △1,051,097

利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純資産合計

株 主 資 本

－

－ － － － － － 1,099,068

－

5,656,273 243,500 △208,463

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

株主資本等変動計算書

株 主 資 本

 事業年度中の変動額合計 1,099,068 1,099,068

 事業年度中の変動額

5,211,786 5,010,786 645,487

別途積立金
利益準備金

 事業年度中の変動額

 事業年度中の変動額合計

 2024年３月31日残高

資本剰余金
合　　　計

株主資本
合　　計

△1,307,532

繰越利益剰余金

土地再評価差額金取崩額 － 8,918

当 期 純 利 益 － 1,090,150

 2023年４月１日残高

9,022,929

2023年４月１日から
2024年３月31日まで

(単位：千円)

そ　の　他
資本剰余金

資本準備金
資 本 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金資 本 剰 余 金

5,211,786 5,010,786 645,487 5,656,273 243,500 270,000



個別注記表

　１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③　デリバティブ 時価法

④　棚卸資産

商品・仕掛品 総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却する

方法を採用しております。

事業用定期借地権付き建物（建物附属設備は除く）については、賃借期間を会社所定の耐用年数

として使用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別債権の回収可能性を考慮した回収不能見込額を引当計上しております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を引当計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)にわたり均等

償却しております。

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(11年)による定率法により、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

④　執行役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、社内規程に基づき当事業年度末における要支給額

を計上しております。

　 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取

　れると見込まれる金額で収益を認識しております。

(5) ヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約につ

　いては、振当処理によっております。



(6) その他

①　グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

　２．会計上の見積りに関する注記

(1) 商品の収益性の低下

① 計算書類に計上した金額

商品　8,541,572千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社が保有する商品は主に水産物であります。この貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定しており、期末における正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、

当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。正味売却価額の見積りには、商品の

将来の販売価額という重要な仮定が含まれますが、これらは漁獲高や需給状況による相場変動の

影響を受けるため、実際の販売単価が見積りと異なった場合、翌期の計算書類において、商品の

金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,786,040千円

(2) 保証債務（取引保証） 8,998千円

(3) 関係会社に対する金銭債権債務

　　短期金銭債権 280,046千円

　　長期金銭債権 1,489,000千円

　　短期金銭債務 160,171千円

　　長期金銭債務 ―

(4) 事業用土地の再評価

  土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

　い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

  る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため

  に国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出しており

　ます。

再評価を行った年月日　 2002年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

420,647千円

　４．損益計算書に関する注記　　　　　　

(1) 関係会社との取引高

　　売上高 1,102,266千円

　　仕入高 881,758千円

　　営業取引以外の取引高 892,008千円

(2) 減損損失

　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。　

土地

8,476千円

8,476千円遊休資産

合計

山口県宇部市岬町

場　　　所 用　　途 種　　類 減 損 損 失



　　当社は、主として部門別管理会計区分を減損損失を把握するグルーピング単位としております。

　ただし、継続的に収支の把握を行っている支社、営業所等は各拠点をグルーピングの単位としておりま

　す。本社等特定の部門との関連が明確でない資産は共用資産とし、それ以外の賃貸用資産及び遊休資産

　については個別の物件ごとにグルーピングしております。そのうち、営業収支のマイナスが継続してい

　る拠点や時価が著しく下落している遊休資産について帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該減少額を

　減損損失として計上しております。

　　なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額としております。正味売

　却価額は不動産鑑定評価額及び公示価格等に基づき評価しております。

　５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末の発行済株式の総数

　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　 15,278,696株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

該当事項はありません。

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

該当事項はありません。

　６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　　

繰延税金資産
    関係会社貸倒引当金繰入限度超過額 375,028千円
    土地減損損失額 302,132千円
    退職給付引当金 173,328千円
    賞与引当金 117,396千円
    減価償却超過額(減損損失) 57,181千円
    繰越欠損金 16,689千円
    関係会社株式評価損 46,405千円
    資産除去債務 44,278千円
    未払事業税 32,310千円
    賞与引当分社会保険料 19,320千円
    執行役員退職慰労引当金 16,811千円
　　電話加入権減損損失額 11,831千円
    個別評価分貸倒引当金 9,893千円
    減価償却超過額 9,872千円
    未払事業所税 4,572千円
    ゴルフ会員権評価損 2,795千円
    ゴルフ会員権貸倒引当金 2,530千円
    一括評価分貸倒引当金 1,345千円
    棚卸評価損否認額 364千円
　　投資有価証券評価損 237千円
    その他 3,198千円
　　　繰延税金資産小計 1,247,525千円
　　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △4,392千円
　　将来減算一時差異等合計に係る評価性引当額 △793,729千円
　　　評価性引当額小計 △798,121千円
　　　繰延税金資産合計 449,403千円
繰延税金負債
    圧縮資産の減価償却超過額 △212,275千円
    その他有価証券評価差額 △97,350千円
    有形固定資産（資産除去費用） △12,376千円
    繰延ヘッジ利益 △11,717千円
　　　繰延税金負債合計 △333,719千円

繰延税金資産の純額 115,684千円

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　　当社は、グループ通算制度を適用しております。また、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会
　計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
　(実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っております。

　



　７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、水産物卸売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調

達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用してお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。短期借入金は主に営業

取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達であります。

デリバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

先物為替予約取引であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

ⅰ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、管理部門が主な取引先の信用調査、

取引先別の期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状態の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。

ⅱ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建営業債権債務について、為替予約取引を利用して、為替変動リスクをヘ

ッジしております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等

を把握しております。

デリバティブ取引の実行・管理については、社内ルールに従い、管理及び財務担当部署

が決裁担当者の承認を得て行っております。

ⅲ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、市場価格のない株式等は含まれておりません（（*2）参照）。

　

（単位：千円）

（*1） 「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形」、「買掛金」及び「短期借入金」

については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しております。

（*2） 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照

表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

（*3） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

804,105

804,105

38,318　 デリバティブ取引（*3）

　 投資有価証券

　 資産計

区　分

　非上場株式

貸借対照表計上額

122

38,318

―　

―　

―　

804,105

804,105

差　額時　価貸借対照表計上額



　８．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　当社は、量販店、外食業界等を主な得意先としており、主に水産加工食品等の製造・販売を行っており

　ます。これらの商品の販売については、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、

　履行義務が充足されると判断していることから、商品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、

　商品の国内販売については、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間で

　あるため、出荷時点で収益を認識しております。また、収益は顧客との契約において約束された対価か

　ら返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定しております。

　顧客への商品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引については、当該対価から第三者に対

　する支払額を差し引いた純額で収益を認識しており、顧客に支払う対価が存在する取引についても当該

　対価の増額から顧客に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

　なお、買戻し義務を負っている有償支給取引については、有償支給先に残存する支給品を商品として認

　識しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　９．関連当事者との取引に関する注記

(1)　子会社

（注1）株式会社ﾃﾞｨ･ﾃｨ･ﾈｸｽﾄの貸付金に対し、736,357千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において5,432千円の貸倒引当金繰入額を営業外費用に計上しております。

なお、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しており、取引金額は純額で表示しております。

(2)　兄弟会社

（注１）リース契約は、市場価格等を勘案し、協議した上で決定しております。
（注２）リース契約の取引金額については、売買取引に係る方法に準じたファイナンス・リース取引による

リース資産の当事業年度取得額を記載しております。

なお、当事業年度のリース債務返済額(リース料)については、支払リース料に含めて記載していま
す。

１０．１株当たり情報に関する注記

(1)　１株当たり純資産額 673円31銭

(2)　１株当たり当期純利益 71円35銭

１１．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

属性
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者 取引の
内  容と の 関 係

株式会社
ﾃﾞｨ･ﾃｨ･ﾈｸｽﾄ

100.0%
資金の援助 営業資金

の貸付

取引の
内  容と の 関 係

利息
の受取

科目 期末残高

科目 期末残高

33,000千円 長期滞留債権

取引金額

3,359千円 － －

属性
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
取引金額

水産物商品
の購入親会社

の
子会社

株式会社
うおいち

なし
水産物商品の
購入・販売

ﾘｰｽ契約  100,413千円
リース債務
（固定）

331,559千円

  296,083千円支払ﾘｰｽ料

子会社

882,000千円
役員の兼任

リース債務
（流動）

186,016千円親会社
の

子会社

株式会社
トップ

なし
営業用車両等
のリース

9,185,081千円 買掛金 1,159,273千円

水産物商品
の販売

1,379,099千円 売掛金 241,754千円


